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From the23?year of Heisei“Childcare”(lecture-2credits)???became a new required
 
subject to get a license of a teacher of a nursery school. The aim of the new subject is said
 
to be that it is important to know that the present‘nursing theory’which contained the role
 
and duty and the systematic placement of teachers of nursing schools,working together
 
with nursers (nurses, nutritionists etc.) who has various professional knowledge. Its
 
contents show that considering the definition of teachers of nursery schools under the
 
Juvenile Welfare Law No.18-4and the present problem requested them,the new subject is
 
to learn their speciality bearing children’s nursing and their protectors’support. It has
 
been wellknow that the role of teachers of nursery schools has become especially wide and
 
extensive. On the other hand,schools for them have been reorganized and changed into
 
four-year universities.???Reorganization has hold almost half the number of such schools.
But as licenses are to be given to the students who go to two-year colleges or four-year
 
universities,so the currirulum to train teachers at two-year colleges is especially dense and
 
voluminous. Moreover,as a result of high school students aiming at four-year universities
 
being rapidly increasing in number,their difference in fundermental knowlege and desire
 
to study has been broadening (of course,all the students of four-year universities do not
 
have fundermental knowledge). It goes without saying that to attain the desire to study
 
expected of the studnts of two-year colleges learning subjects to train teachers has become
 
especially difficult. But as far as she attends the nursing spot as a teacher of a nursery
 
school,she must play the role of a teacher with the minimum specialty attribute. In this
 
sense, the new subject “childcare”is thought to play the important role to put together
 
various subjects learned at a nursery school and to establish consciousness as a teacher and
 
morals of profession. Therefore I want to consider“childcare”as it ought to be at college.















ブロック 北海道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中・四国 九 州 合 計
厚生労働省指定
保育士養成校数 26 41 202 73 119 65 61 587
会員校の状況
全国保育士養成協議会・会員校 平成23年８月25日現在：新入会予定校含む
ブロック 北海道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中・四国 九 州 合 計
保養協加入校数 23 37 158 57 92 60 54 481
幼 稚 園 免 許 が
取得可能な学校数 15 27 132 50 78 56 49 407
複数指定のある校数 0 4 22 12 13 2 5 58
社団法人全国保育士養成協議会 会員の状況 平成23年５月28日現在
ブロック 会員校数 大 学 短期大学 専修学校 施 設 高等学校
北 海 道 23 4 12 7 0 0
東 北 37 10 19 7 0 1
関 東 158 61 64 33 0 0
中 部 57 27 22 8 0 0
近 畿 92 37 45 10 0 0
中 ・ 四 国 60 28 29 2 1 0
九 州 53 18 31 4 0 0










































区 分 平成23年度 平成22年度 増 減
集 計 校 数 338校 344校 ▼６校
入 学 定 員 Ａ 72,394人 75,166人 ▼2,772人(▼3.7％)
志 願 者 Ｂ 102,688人 105,458人 ▼2,770人(▼2.6％)
志 願 倍 率 Ｂ/Ａ 1.42倍 1.40倍 0.02ポイント
受 験 者 Ｃ 100,567人 103,552人 ▼2,985人(▼2.9％)
合 格 者 Ｄ 79,819人 84,222人 ▼4,403人(▼5.2％)
合 格 率 Ｄ/Ｃ 79.37％ 81.33％ ▼1.96ポイント
入 学 者 Ｅ 64,863人 68,305人 ▼3,442人(▼5.0％)
歩 留 率 Ｅ/Ｄ 81.26％ 81.10％ 0.16ポイント
入学定員充足率 Ｅ/Ａ(加重平均) 89.60％ 90.87％ ▼1.27ポイント

























































































































































































































































































成 績 評 価
?可」以上（「認」を含む) ?良」以上
備考















１ 年 生 保育原理、保育内容総論、保育者論、
演奏法Ⅱ、発達と保育の心理学Ｉ、
マナー・コミュニケーション
保育実習Ｉ
（施 設）
１年生(Ａ Ｂ組) 社会福祉、児童家庭福祉、保育者論、
社会的養護、障害児保育Ｉ、保育者
論、発達と保育の心理学Ｉ、マナ ・ー
コミュニケーション
保
育
実
習
２年生(ＣＤＥ組)
保育実習Ⅱ
（保育所）
２年生選択必修 音楽表現（指導法）Ｉ、造形表現（指
導法）Ｉ、運動あそび（指導法）Ｉ・
Ⅱ、児童文化Ｉ、教育原理、保育実
習1（保育所）
保育実習指導Ｉ（保育所）
保育実習Ⅲ
（施 設）
２年生選択必修 保育実習指導Ⅰ（施設）、保育実習Ⅰ
（施設）
［平成23年度教育実習・保育実習の参加要件］
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５．新設された「保育者論」
こうした中で、平成23年度から、保育士養成の
カリキュラムに保育の本質・目的に関する科目と
して「保育者論」が加えられたのであるが、この
科目の目標が次のように示されている。
① 保育者の役割と倫理について理解する。
② 保育士の制度的な位置づけを理解する。
③ 保育士の専門性について考察し理解する。
④ 保育者の協働について理解する。
⑤ 保育者の専門職的成長について理解する。
これに先立って平成22年３月24日に保育士養成課
程検討会が示した「保育士養成課程の改正につい
て（中間まとめ）」には、「保育者論」を新設する
目的が次のように記されている。
現行の「保育原理」に含まれていた保育士の
役割と責務、制度的位置づけ、及び多様な専門
性をもった保育者（看護師・栄養士等）との協
働などについて学ぶことが重要であるため、「保
育者論」を新設する。
特に、児童福祉法第18条の４における保育士
の定義や、保育士に求められる今日的仮題など
を踏まえ、子どもの保育と保護者支援を担う保
育士の専門性について学ぶ科目とする。
こうした見解が出されることは、多様化する保
育ニーズに応えることのできる学生を送り出すこ
とが難しくなった保育士養成校の実態の裏返しで
はないだろうか。そして、新設された「保育者論」
で学ぶ内容は厚生労働省雇用均等局長・児童家庭
局長による「指定保育士養成施設の指定及び運営
の基準についての一部改正について」で次のよう
に示されている。
１ 保育者の役割と倫理（役割・倫理）
２ 保育士の制度的位置づけ（資格・要件・責
務）
３ 保育士の専門性
⑴ 養護と教育
⑵ 保育士の資質・能力
⑶ 知識・技術及び判断
⑷ 保育の省察
⑸ 保育課程による保育の展開と自己評価
４ 保育者の協働
⑴ 保育と保護者支援にかかわる協働
⑵ 専門職間及び専門機関との連携
⑶ 保護者及び地域社会との協働
⑷ 家庭的保育者等との連携
５ 保育者の専門的成長
⑴ 専門性の発達
⑵ 生涯発達とキャリア形成
家庭や乳幼児をとりまく厳しい状況に対応でき
る保育士を養成するためにこのような科目が設置
されたことが窺えるのであるが、このことは依然
として保育科学生の意識が「保育者になるのがあ
こがれであり夢である」といった域を出ず、多様
なニーズに臨機応変に対応できる専門職としての
実力を身につけようとする意識が薄いことを反映
しているのではないだろうか。
同様のことは今回の改正で「保育実習指導Ⅱ・
保育実習指導Ⅲ」が加えられたことからも窺える。
それどころか、以前は「保育実習指導Ⅰ」すら行
われていなかった。その当時の学生は、指定され
た科目を学習しながら各自で実習への対応を考え
たり練習したりして不明な点は教員に質問しなが
ら実習に対応していたのである。
６．「保育者論」の活用
原因は色々と指摘されているが、学生の主体的
な学習が期待できなくなった現状では、さまざま
な角度から専門職としての能力を身につけさせる
ための方策を考えなくてはならなくなった。「保育
者論」の設定もそのひとつであろう。
多くの学生は理論的な学習に興味を示さない
が、保育現場での実習ではかなり多くの学生が目
を輝かせている。もちろん、子どもとの関わり方
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や環境設定の仕方、保育者としての気配りや子ど
もの内面を理解しようとする意識等においては決
して十分とは言えないが、教室とは大きく異なっ
た表情が見られる。その結果、短絡的ではあるが
実習体験こそが最大の学習の場であると多くの学
生が豪語している。
理論の裏付けのない保育は単なる「お遊び」の
域を出ないものであることはすでに触れたとおり
であるが、筆者は短大における指導の要として「実
習指導」の授業と「保育者論」の授業を設定して
はどうかと考えている。その最大の理由は、「実習
こそが最高の学ぶ場である」とほとんどの学生が
認識しているからである。
その認識を最大限に活用して、実習指導の授業
では幼稚園や保育園・児童福祉施設においてどの
ように行動したらよいかを徹底的に指導するので
ある。もちろん、押しつけではなく、実習園と関
わる際の挨拶の仕方や言葉遣い、電話のかけ方や
お辞儀の仕方にいたるまで、基本的な生活習慣や
礼儀作法を保育現場で困ったり失礼な行動をした
りしないための準備と位置づけて徹底的にトレー
ニングするのである。
その上で、子どもとの関わり方や保育者の仕事
を具体的に説明するとともに、保護者との対話に
おける敬語や謙譲語といった社会人・保育者とし
て不可欠な実践面での指導も行うのである。
一方、「保育者論」は実習指導とは対照的に保育
者が実践する内容の理論的な裏付けをするものと
して位置づけてはどうだろうか。つまり、短大の
授業で学ぶさまざまな内容が子どもを保育するこ
とにどれだけ密接に関わっているかについて、学
生が具体的にイメージできるようにするのであ
る。すでに述べたように、保育者論として講義し
なくてはならない内容が示されているが、それを
解説するだけでなく、学生に自分の実習体験を思
い浮かべさせたり今後の実習園での活動を予想さ
せたりしながら、どのような場面でどのような行
動をしたらよいか、また、どのような理由でそう
した行動をするのか等について、学生が主体的に
考える場面を設定することが必要なのではないだ
ろうか。
いわゆる「座学」には興味を示さない学生も、
実習中の保育現場では生き生きと行動しているの
であるから、それを逆手にとることによって、自
分があこがれている保育者になるためにどのよう
な学習や知識や技術が必要なのかをしっかりと学
ぼうという意識が芽ばえることにつながるのでは
ないだろうか。
(註１) このことは毎年卒業生の90パーセント以上が実際
に幼稚園教諭や保育士として就職していることか
らも明らかである。
(註２) こうした問題に危機感を抱いた群馬県保育協議会
では、平成21年から会員保育園と県内養成校教員
との懇談会を定期的に開催するようになった（現
在は年に一度の全体懇談会と、それとは別に実習
や就職等の個別な問題を検討する委員会を必要に
応じて年に複数回開催している）。これは、保育現
場と養成校の双方で抱える問題を話し合い、協力
して解決に取り組むことを目的としたもので、取
り組み方によっては大きな成果が期待できるであ
ろう。
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